
【お客さま本位の業務運営】
佐賀銀行の取組状況

２０２４年度



１.「お客さまの最善の利益の追求」 原則２ 顧客の最善の利益の追求

1. 「お客さまの最善の利益」 の考え方

 佐賀銀行では、ひとりひとりのお客さまの 「ライフプラン」 「ライフステージ」 「ライフスタイル」 に寄り添うことで 「お客さまの最善の利益」 を初めてご提示できると
考えております。そして、お客さまごとにその答えは異なるものですので、まずは 「お客さまへのコンサルティング」 を起点とした、お客さまごとに導き出された答えが「最
善の利益」と考えております。

佐賀銀行 第１8次中期経営計画より
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2. 「お客さまの最善の利益」 を実現するため

 当行では、お客さまへのコンサルティング強化をこれまで進めてきました。ゴール
ベース・アプローチの考え方に基づき、お客さま本位の企業文化を定着させ、
お客さまの将来の目標やライフステージ、課題解決に合わせた商品・サービス
を提供します。

 地域の金融リテラシー向上支援により、お客さまの正しい知識に基づく資産
形成意識の醸成や、金融に関わるトラブルの未然防止に貢献します。

の一般的な定義ゴールベース・アプローチ

お客さまの 「人生で実現したい具体的な目標（ゴール）を定め、それを実践するために必要
なお金を準備する」 という考え方基づき資産を管理する手法

基本的な考え方



１.「お客さまの最善の利益の追求」 原則２ 顧客の最善の利益の追求

1. コンサルティングの強化による 「最善の利益」 の追求

 当行では「人生１００年時代」のライフステージを 「資金形成期」 「資金運用期」 「ジェロントロジー期」 に分類し、それぞれのライフプラン、ライフスタイルにマッ
チした 「生涯コンサルティング」 を目指しています。そして、資産形成層からジェロントロジー層まで全世代のお客さまの 「増やしたい」 「備えたい」 「残したい」 と
いう想いを形にするサービス、商品の提供を行っています。

佐賀銀行 お客さま本意の業務運営（フィデューシャリー・デューディー）に関する取組方針より
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１.「お客さまの最善の利益の追求」 原則２ 顧客の最善の利益の追求

2. 「お客さまの最善の利益」 を実現するための取り組み

 将来に向けた長期的な資産形成期の第一歩として 「積立投資信託」 のラインアップを充実させています。現在、当行で取り扱っている投資信託銘柄のほぼす
べてが積立投資に対応しており、資産運用の入門としても適しています。積立投信はリスク性金融商品での運用、資産形成の入門に適しています。積立投信は
毎月最低５千円から千円単位でお申し込みが可能で、無理なく積立による運用のお取引ができます。

 窓口や訪問先でも利用できるコンサルティング・ツールを利用して、それぞれのお客様のライフプランにマッチした資産運用、資産形成のプランをご提供しています。

 遺言信託や家族信託サポートサービスなどをご案内し、預金以外で保有されている金融商品資産の多様化による相続手続きの複雑化、長期化の緩和と安心を
実現できるサービスをご提供しています。

提供：ウエルスアドバイザー株式会社 4

資産形成期

資産運用期
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お客さまとの面談内容や提案内容につ
いては販売支援システムに記録され、
「不適切な説明」 「顧客ニーズと矛盾
する商品提案」 等がないか、
① 担当店舗の管理者による記録

チェック（第１線管理）
② 本部管理部門による記録のモニタ

リング・指導（第２線管理）
③ 監査部門によるモニタリング結果を

受けた監査・指導（第３線管
理）

を実施しています。

チェック体制について



3. 今後の戦略

 「ゴールベースアプローチ」 の考え方に基づくコンサルティング営業への変革に取り組み、「お客さま本位の業務運営」 の強化をよびお客さまとのリレーション向上を
目指します。

１.「お客さまの最善の利益の追求」 原則２ 顧客の最善の利益の追求
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１.「お客さまの最善の利益の追求」 原則２ 顧客の最善の利益の追求

4. 「お客さまの最善の利益」 を実現の確認指標

 「積立契約」 については、将来的な 「ゴールベース・アプローチ」 を視野に入れた資産形成の入り口として、新ＮＩＳＡ制度を活用し、特に３０代までの資金
需要期の年齢層へ積極的に取り組んでいきます。

今後も 「積立投信契約数推移」 等を公表していきます。

積立投信契約先数 合計推移 （法人含む全先：件）
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１.「お客さまの最善の利益の追求」 原則２ 顧客の最善の利益の追求

投資信託 年齢階層別預り残高 (個人のみ） （百万円・評価額ベース）

投資信託 年齢階層別保有先数 （個人のみ） （件）

今後、「ゴールベース・アプローチ」を踏まえた長期的な運用と資産形成
のお手伝いが出来るよう、最善の利益の提供に努めてまいります。

預り残高合計 年度別推移 （個人のみ：百万円）

保有先数合計 年度別推移 （個人のみ：件）

ジェロントロジー期資金形成期 資産運用期

ジェロントロジー期資金形成期 資産運用期
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１.「お客さまの最善の利益の追求」 原則２ 顧客の最善の利益の追求

 生命保険においても「長期分散投資」に資するために、平準払い保険への取り組みを強化しており、順調に増加しています。

生命保険平準払い 契約年齢階層別契約数 (個人のみ） （件）

生命保険 年度別新規契約額及び件数（単位:百万円、件）

平準払い保険契約残高推移（法人含む全先：件）

７
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２. 利益相反の適切な管理 原則３ 利益相反の適切な管理

 当行グループの多様なサービスにおいて、お客さまの利益を不当に害するようなこと（例えば当行が金融商品の販売にあたり優先的、集中的に金融商品提供会
社から高い手数料を得られる商品や特定の委託会社が組成したファンドをお客さまのニーズに反して不当に販売すること等）がないように、お客さまとの利益が相
反する可能性について正確に把握し適切に検証・評価する態勢を整備します。

№ ファンド名 委託会社 商品分類 販売額シェア 販売手数料率※

1 日経２２５ノーロードオープン アセットマネジメントOne 国内株式インデックス型 46% なし

2 グローバル・セキュリティ株式ファンド（３ヵ月決算型） アセットマネジメントOne 内外株式 7% 3.3%

3 ＳＢＩ・Ｖ・Ｓ＆Ｐ500インデックスファンド SBIアセットマネジメント 海外株式インデックス型 6% なし

4 ぜんぞう２４１０ あおぞら投信 内外債券・株式 5% 2.2%

5 インデックスファンドSOX30 日興アセットマネジメント 海外株式インデックス型 4% 2.2%

6 インデックスファンドＮＡＳＤＡＱ１００（アメリカ株式） 日興アセットマネジメント 海外株式インデックス型 3% 1.1%

7 インデックスファンドＭＳＣＩオール・カントリー（全世界株式） 日興アセットマネジメント 海外株式 3% 1.1%

8 インデックスファンドＳ＆Ｐ５００（アメリカ株式） 日興アセットマネジメント 海外株式インデックス型 2% 1.1%

9 野村インド株投資 野村アセットマネジメント 海外株式 2% 3.3%

10 つみたて日本株式（日経平均） 三菱UFJアセットマネジメント 国内株式インデックス型 2% なし

№ ファンド名 委託会社 商品分類 販売額シェア 販売手数料率※

1 日経２２５ノーロードオープン アセットマネジメントOne 国内株式インデックス型 54% なし

2 グローバル・セキュリティ株式ファンド（３ヵ月決算型） アセットマネジメントOne 内外株式 7% 3.3%

3 ダイワ・US-REIT・オープンBコース（為替ヘッジなし） 大和アセットマネジメント 海外不動産投信 4% 3.3%

4 ぜんぞう２３０４ あおぞら投信 内外債券・株式 4% 2.2%

5 インデックスファンドSOX30 日興アセットマネジメント 海外株式インデックス型 3% 2.2%

6 ロボットテクノロジー関連株ファンド 大和アセットマネジメント 内外株式 2% 3.3%

7 ＳＢＩ・Ｖ・Ｓ＆Ｐ500インデックスファンド SBIアセットマネジメント 海外株式インデックス型 2% なし

8 野村インド株投資 野村アセットマネジメント 海外株式 2% 3.3%

9 ドラッカー研究所米国株ファンド（資産成長型） 大和アセットマネジメント 海外株式 2% 2.2%

10 インデックスファンドＮＡＳＤＡＱ１００（アメリカ株式） 日興アセットマネジメント 海外株式インデックス型 2% 1.1%

投資信託の販売額上位10銘柄（2024年度） ※販売手数料率は税込 販売額上位１０銘柄の
販売額加重平均販売手数料率

2024年度 0.72%

2023年度 0.86%

当行取扱ファンドの販売手数料状況

手数料率 ファンド数

なし（ノーロード） 17

1.10% 11

2.20% 28

3.30% 21

ファンド数加重平均 1.86%

投資信託の販売額上位10銘柄（2023年度） ※販売手数料率は税込

(2025年4月現在）
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２. 利益相反の適切な管理 原則３ 利益相反の適切な管理

保険商品の販売額上位10銘柄（2024年度）

№ ファンド名 保険会社 商品分類
販売額
シェア

1 外貨建・エブリバディプラス（米ドル） 明治安田生命 一時払終身保険 24%

2 生涯プレミアムワールド５,6（米ドル） T&Dフィナンシャル生命 一時払終身保険 17%

3 やさしい円ねんきん T&Dフィナンシャル生命 個人年金保険 17%

4 おおきな、まごころ２（米ドル） 三井住友海上プライマリー生命 一時払終身保険 15%

5 しあわせ、ずっと3(米ドル） 三井住友海上プライマリー生命 一時払終身保険 10%

6 ロングドリームゴールド3(米ドル） 日本生命 一時払終身保険 5%

7 ふるはーとJロードglobalⅡ（米ドル） 住友生命 一時払終身保険 5%

8 えらべる外貨建一時払終身保険（米ドル） 明治安田生命 一時払終身保険 3%

9 ハイブリッドあんしんライフ T&Dフィナンシャル生命 一時払終身保険 2%

10 やさしさ、つなぐ２（米ドル） 三井住友海上プライマリー生命 一時払終身保険 2%

№ ファンド名 保険会社 商品分類
件数
シェア

1 外貨建・エブリバディプラス（米ドル） 明治安田生命 一時払終身保険 18%

2 生涯プレミアムワールド５,6（米ドル） T&Dフィナンシャル生命 一時払終身保険 16%

3 やさしい円ねんきん T&Dフィナンシャル生命 個人年金保険 15%

4 おおきな、まごころ２（米ドル） 三井住友海上プライマリー生命 一時払終身保険 14%

5 しあわせ、ずっと3(米ドル） 三井住友海上プライマリー生命 一時払終身保険 10%

6 ロングドリームゴールド3(米ドル） 日本生命 一時払終身保険 6%

7 ふるはーとJロードglobalⅡ（米ドル） 住友生命 一時払終身保険 4%

8 つみたてねんきん２（米ドル） ニッセイ・ウェルス生命 平準払年金保険 3%

9 えらべる外貨建一時払終身保険（米ドル） 明治安田生命 一時払終身保険 2%

10 ハイブリッドあんしんライフ T&Dフィナンシャル生命 一時払終身保険 2%

№ ファンド名 保険会社 商品分類
販売額
シェア

1 おおきな、まごころ２（米ドル） 三井住友海上プライマリー生命 一時払終身保険 26%

2 生涯プレミアムワールド５（米ドル） T&Dフィナンシャル生命 一時払終身保険 23%

3 ロングドリームゴールド3（米ドル） 日本生命 一時払終身保険 13%

4 しあわせ、ずっと3(米ドル） 三井住友海上プライマリー生命 一時払終身保険 10%

5 外貨建・エブリバディプラス（米ドル） 明治安田生命 一時払終身保険 6%

6 ふるはーとJロードglobalⅡ（米ドル） 住友生命 一時払終身保険 4%

7 ハイブリッドあんしんライフ T&Dフィナンシャル生命 一時払終身保険 2%

8 みのり10年 日本円 三井住友海上プライマリー生命 個人年金保険 2%

9 みのり10年 米ドル 三井住友海上プライマリー生命 個人年金保険 2%

10 やさしさ、つなぐ２（米ドル） 三井住友海上プライマリー生命 一時払終身保険 2%

№ ファンド名 保険会社 商品分類
件数
シェア

1 おおきな、まごころ２（米ドル） 三井住友海上プライマリー生命 一時払終身保険 21%

2 生涯プレミアムワールド５（米ドル） T&Dフィナンシャル生命 一時払終身保険 18%

3 ロングドリームゴールド3 日本生命 一時払終身保険 12%

4 たのしみ未来グローバル（米ドル） 住友生命 個人年金保険 10%

5 しあわせ、ずっと3(米ドル） 三井住友海上プライマリー生命 一時払終身保険 9%

6 つみたてねんきん２（米ドル） ニッセイ・ウェルス生命 平準払年金保険 7%

7 外貨建・エブリバディプラス（米ドル） 明治安田生命 一時払終身保険 5%

8 ふるはーとJロードglobalⅡ（米ドル） 住友生命 一時払終身保険 3%

9 ハイブリッドあんしんライフ T&Dフィナンシャル生命 一時払終身保険 2%

10 みのり10年（米ドル） 三井住友海上プライマリー生命 個人年金保険 2%

保険商品の販売額上位10銘柄（2023年度）

保険商品の販売件数上位10銘柄（2024年度）

保険商品の販売件数上位10銘柄（2023年度）
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３.手数料等の明確化 原則４ 手数料等の明確化

 当行グループは、商品・サービスの提供に際して、お客さまから手数料をいただく場合や、直接お客さまにご負担いただく費用ではなくとも商品提供会社から手数料

を受取る場合、当該手数料その他費用について、お客さまの投資判断に影響をおよぼす重要な情報として、契約締結前交付書面、商品概要説明書、重要情

報シート等により開示し、また個別銘柄毎に一定の表示ルールに基づき掲載することで、商品間、銘柄間での客観性のある比較を容易にするよう努めます。

 当行グループが、お客さまからいただく手数料は、商品ラインアップの構築・管理、各種情報資料の作成・配送に係るコスト、システムの開発・維持コストならびにコン

サルティングを通じた商品・サービスの提供や各種対応にかかる人件費等、業務運営にかかる費用を総合的に勘案して設定しております。今後もご負担いただく手

数料に見合うサービスの提供に向けて努めてまいります。

11

当行 「ファンドセレクション」
の手数料記載欄より

当行 「重要情報シート（個別商品編）」 の費用・手数料の記載欄より



 お客さまへ商品・サービスを提供する際には以下の情報をお客さまの投資判断に必要な 「重要な情報」 として、分かりやすく提供いたします。

① 基本的な利益（リターン）・損失・その他のリスク・取引条件等

② 当該お客さまへの商品・サービスを推奨する選定理由

③ お客さまと利益相反の可能性がある場合には、その内容及び影響

 お客さまへの情報提供に際しては、お客さまの取引経験・金融知識・情報の重要性、商品・サービスの複雑さを考慮のうえ、リスク・リターンの関係など基本的な構

造や同種の商品の内容との比較が容易となるように配慮した資料・ツール、「重要情報シート（※）」 等を活用し、より重要な情報については特に強調するなどし

て情報の重要性に応じて区分することで注意を促し、お客さまの理解度に応じてわかりやすく説明いたします。

 定期的なアフターフォローに加え、市場動向が大きく変化した場合には、金融商品の運用状況をはじめ、お客さまの投資判断に必要な情報を迅速に提供する等、

お客さまに安心してお取引いただけるよう努めます。また、アフターフォロー結果や市場動向を踏まえて、重要な情報の内容や表現を検証、評価、見直しを行い、適

切な情報提供に努めます。

 ファンドセレクションには当行で取り扱っている投資信託の全商品が記載されています。商品毎の特徴、委託会社、主なリスク、手数料（販売手数料、信託報酬、信託財産留保額）などを
お客さまに分かりやすく情報提供しております。
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４. 重要な情報の分かりやすい提供 原則５ 重要な情報の分かりやすい提供



４. 重要な情報の分かりやすい提供 原則５ 重要な情報の分かりやすい提供

 重要情報シートの導入

 金融事業者編  個別商品編（投資信託）  個別商品編（保険）

13

銀行などの金融機関が提供する金融商品やサービスに関する重要な情報を簡潔に記載したシートです。お客さまに分かりやすい情報を提供することや異なる商品や
サービスの比較を容易にすることを目的としています。

重要情報シートとは



４. 重要な情報の分かりやすい提供 原則５ 重要な情報の分かりやすい提供

 外貨建商品での資産運用を検討されているお客さまには、外貨預金、投資信託、外貨建一時払終身保険などが比較できるチラシを使い、各
商品の特徴やリスク、手数料などの違いをご説明しております。

14



５. お客さまにふさわしいサービスの提供 原則６ 顧客にふさわしいサービスの提供

 お客さまの意向を理解し、お客さまにふさわしい商品・サービスを提案するためには、お客さまのリスク許容度やご投資の目的を把握させていただくことが不可欠と考
え、お客さまのご投資に関する知識・経験や資産状況等を詳細にお伺いしたうえで商品・サービスをご案内いたします。

 複雑な商品やリスクの高い商品に関しましては、お客さまのリスク許容度等を踏まえ、お客さまにふさわしい商品であるか慎重に検討し、場合によってはご家族の同
席をお願いすることや取扱いを控えさせていただくことがございます。

 お客さま向けのセミナーの定期開催等により、お客さまの金融・投資知識の向上に資する情報提供に努めます。
 よりよい金融商品を提供するために、お客さまからのご意見等の販売状況に関する情報を金融商品の組成に携わる運用会社や保険会社等と連携してまいりま

す。
 商品・サービス導入にあたっては、商品組成会社等のプロダクトガバナンス態勢を確認し、常に幅広く高品質な商品をラインアップいたします。

 金融商品の勧誘をする前に 「お客さまヒアリングシート」 を使って、運用目的や投資経験など
を確認し適合性の原則に則った商品をご提案しております。

 当行ホームページからファンド選びをサポートするツールをご利用いただけます。5つの質問に
答えていただくだけで、当行取扱いファンドの中からお客さまに合ったファンド例を提示します。

投資に関
する知識

理解している
ある程度理
解している

あまりよく
わからない

株 □ □ □

為替 □ □ □

金利変動 □ □ □

投資に関
するリスク

□ □ □

投資経験 経験なし

経験あり

1年
未満

3年
未満

5年
未満

5年
以上

株式 □ □ □ □ □

株式投信 □ □ □ □ □

外貨預金・外国債券 □ □ □ □ □

（変額・外貨建定額）年金保険 □ □ □ □ □

公社債・公社債投信 □ □ □ □ □

その他（ ） □ □ □ □ □

投資
目的

元本の安全性を重視する □

安全性と収益性のバランス
を配慮する

□

収益性を重視する □
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５. お客さまにふさわしいサービスの提供 原則６ 顧客にふさわしいサービスの提供

 お客さまの長期的な資産形成に資するバランスの取れた商品ラインアップの充実に努めており、2025年4月時点で、投資信託は７７ファンド、うちノーロードファン
ド１７本を取り扱っております。また７７ファンド全てで積立取引可能となっております。（限定追加型は除く）

 2024年1月からの新ＮＩＳＡ制度に対して「成長投資枠適格：５６ファンド」「つみたて投資枠適格：１４ファンド」をお取扱いしております。
 生命保険は、お客さまの多様なニーズにお応えできるよう、ラインアップの維持･充実に努めております。

投信ラインアップ 保険ラインアップ

商品数 商品比率 商品数 商品比率

10 36% 10 36%

　定額 2 7% 2 7%

　終身 8 29% 8 29%

18 64% 18 64%

　定額年金 5 18% 5 18%

　変額年金 1 4% 1 4%

　終身 12 43% 12 43%

28 100% 28 100%

商品数 商品比率 商品数 商品比率

3 17% 3 17%

3 17% 3 17%

3 17% 3 17%

7 39% 7 39%

1 6% 1 6%

1 6% 1 6%

18 100% 18 100%

手数料開示商品 25 54% 25 54%

商品種類

平

　

準

　

払

　終身保険

　年金保険

　がん保険

　医療保険

  定期保険

　所得保障保険

合計

2024年4月1日 2025年4月1日

商品種類

一

　

時

　

払

円建

外貨建

合計
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商品数 商品比率 商品数 商品比率

1 1% 1 1%

12 14% 11 14%

9 10% 8 10%

 先進国 5 6% 5 6%

 ハイイールド 1 1% 1 1%

 エマージング 3 3% 2 3%

33 38% 30 39%

 先進国 30 35% 26 34%

 エマージング 3 3% 4 5%

9 10% 9 12%

17 20% 16 21%

5 6% 2 3%

86 100% 77 100%

61 71% 56 73%

14 16% 14 18%

86 100% 77 100%

24 28% 24 31%

17 20% 17 22%

86 100% 77 100%

2024年4月1日 2025年4月1日

カテゴリ

 国内債券

 国内株式

 海外債券

 海外株式

 ＲＥＩＴ

 バランス型

 その他

うち　積立取扱可

 合　計

うち　成長投資枠適格

うち　つみたて投資枠適格

うち　インターネット取引可

うち　インターネット専用

うち　ノーロード商品



５. お客さまにふさわしいサービスの提供 原則６ 顧客にふさわしいサービスの提供

 スマートフォンアプリを通じて投資信託の口座開設および購入申込・解約が可能となっております。アプリ利用により、購入手数料が通常より１０％割引となるな
ど、コスト面でも利便性が向上しております。また、ＮＩＳＡ口座開設や積立投資信託の申込にも対応しており、利用者は簡便な操作で資産形成を開始・継続
することが可能です。さらに、運用状況や積立内容の確認等もアプリ上で行えることから、投資初心者を含む幅広い層への金融サービスに資するものとなっておりま
す。

 らくらくe投信の機能
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• 資産運用、相続・資産承継、税金、不動産、年金などの専門的知識を活かし、お客さまの課題をすべて解決できるフルパッケージの総合資産コンサルティングサー
ビスを提供します。

• 法人オーナー、不動産オーナー、資産家、事業承継などで困っている先、資産運用を相談したい先などに継続的にゴールベースアプローチを行います。
• ジェロントロジーに関しては、ニーズが高い家族信託・遺言・相続等のコンサルティングを行います。
• 営業店と連携・伴走し、お客さまの悩みや課題・ニーズについて、業務領域を横断し全体をプランニングします。
• グループ・本部・ブロックとも連携し、法個シームレスに対応します。

 「総合資産・承継マネジメントチーム」 を順次拡充しております。

総合資産・承継マネジメント担当

佐賀・長崎地区 福岡地区

資産形成
資産運用

ビジネス
マッチング

事業承継 資産承継
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５. お客さまにふさわしいサービスの提供 原則６ 顧客にふさわしいサービスの提供

サスティナブルな総合コンサルティングを行うため、順次拠点数を
拡大しております。

ビジネス
マッチング

事業承継

資産形成
資産運用

資産承継



 金融リテラシー向上と資産形成支援を目的に、資産形成セミナーや相続セミナーを定期的に開催しています。開催形式はWEBとリアル会場のハイブリッド型とし、
主にパーソナルプラザを会場として、幅広い世代のお客さまにご参加いただいています。テーマはNISA、投資信託、相続対策など多岐にわたり、日常生活に役立つ
情報をわかりやすく提供しています。

 また、企業訪問型の職域ライフプランセミナーも実施しており、取引先企業の従業員の皆さま向けに、NISAの仕組み、ドルコスト平均法、積立投信の活用などを
テーマとした資産運用セミナーを開催しました。働く世代のお客さまが将来に備えて資産を計画的に築くことができるよう、具体的な方法をお伝えしています。

 さらに、地域貢献の一環として、地元大学の授業の一コマにおいて、キャッシュレス決済をはじめとする金融全般に関するセミナーも実施しました。今後も引き続き、
お客さまに寄り添った情報提供を行います。

５. お客さまにふさわしいサービスの提供 原則６ 顧客にふさわしいサービスの提供

19

さぎんパーソナルプラザ佐賀（兵庫支店）開催セミナー

職域ライフプランセミナー

2024年度 資産形成セミナー 相続関連セミナー

実施回数 １２回 １１回

リアル会場参加 １４４名 ２３４名

WEB参加 １１３名 ７４名

2024年度 資産運用セミナー等

実施回数 ２９１回

お取引先参加 ３，１３３名



６. 従業員に対する適切な動機づけの枠組み等 原則７ 従業員に対する適切な動機づけの枠組み等

 当行グループは、インテグリティを醸成し、全従業員が共通の倫理観を持って業務に取り組みます。全従業員がお客さまの立場に立ち、真のニーズを理解し、お客さ
まにとって最良の提案を提供できるよう社内教育・研修を充実させ、その取組を組織全体で適正に運用する態勢を整えます。

 従業員の各種専門資格の取得等を通じ、お客さまのニーズに適切に対応できる高いコンサルティング能力を有する人財の育成に努めます。お客さまに一番に相談
していただける生涯に亘るライフパートナー（金融パートナー）として、長期的且つ継続的な信頼関係の構築に努めてまいります。

 コンプライアンスの観点やお客さま本位の行動を前提とし、ご提供した商品の収益額ではなく、お客さま満足度向上に繋がる資産形成や資産増加のご支援ができ
たかどうかを反映するような組織・個人の業績評価体系を構築し、お客さまのニーズ起点型（マーケットイン）の業務運営を行ってまいります。
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138

867 908

2015年度 2023年度 2021年度 2024年度

FP3級取得者を含めると
1,000名以上

FP2級取得者数

（人）

59 

550 

683 

1,000 

2021年度 2024年度 2025年度 2027年度

ITパスポート取得者数

計画（人）

予想 予想

21
23

28
31

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

金融機関への派遣人数 主な派遣先

 銀行

・IT関連

・シンジケートローン

・マーケティング

・海外進出支援

 証券会社

 信託銀行

（人）



７. 金融商品の組成および組成後の対応 補充原則３及び補充原則４ 金融商品の組成会社との連携など

資産形成
資産運用

事業承継 資産承継
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 お客さまへ商品・サービスを提供する際には、その商品の組成に携わる運用会社や保険会社等と十分に情報を共有し、どのようなお客さまに適しているのか、どのよ
うなリスクや特徴があるのかを把握することで、お客さまに最適な商品をご案内し、必要な情報を正しく・分かりやすく説明できるように努めます。

 実際に商品を利用されたお客さまからのご意見等の販売状況に関する情報を、組成に携わる運用会社や保険会社等に共有し、商品の改善や将来の商品開発
に役立ててまいります。（2026年１月より情報連携予定です。）

※金融庁が公表する 「顧客本位の業務運営に関する原則」 の原則６について、当行グループは金融商品の組成に携わる金融事業者ではございません。

組成会社
（運用会社・保険会社等）

販売会社
（銀行等）

お客さま

商品の
改善

商品提供

情報連携

販売



７. 共通KPI（投資信託） ＫＰＩの定義

お客さまが良質な金融商品・サービスを提供する金融事業者を選ぶ上で、比較することのできる3つの指標（以下 「共通KPI」 ）を公表します。

【運用成果 「共通KPI」 】

１．運用損益別顧客比率

基準日時点で投資信託を保有しているお客さまについて、保有投資信託に係る購入時以降の累積の運用損益を算出し、運用損益別にお客さまの比率を

示した指標です。この指標により、お客様の運用損益がどの様に分布しているかが分かります。

２．投資信託預り残高上位20銘柄の 「コスト・リターン」 及び 「リスク・リターン」

設定後５年以上の投資信託の預り残高上位20銘柄について、銘柄毎及び預り残高加重平均のコストとリターンの関係、リスクとリターンの関係を示した指標で

す。これらの指標により、中長期的に、金融事業者がどのようなリターン実績を持つ商品をお客さまに多く提供させていただいたかを見ることができます。

「共通KPI」 の定義

内 容 定義・算出方法

対 象 基準日時点で投資信託を保有している個人のお客さま

基準日 2025年3月末を基準日とする

コスト 販売手数料率（消費税込）の1/5（年率換算）+信託報酬率

リスク 過去5年間の月次リターンの標準偏差（年率換算）

リターン 過去5年間のトータルリターン（年率換算）
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0% 1%

5%

22%

33% 35%

4%
0%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

＜参考＞実現損益を含む運用損益割合別顧客数比率

2023年3月末 2024年3月末 2025年3月末

0％ 0％

4％

30％

18％

31％

10％
7％

0%

10%

20%

30%

40%

50%

運用損益割合別顧客数比率

2023年3月末 2024年3月末 2025年3月末

７. 共通KPI（投資信託） １．運用損益別顧客比率

2024年度は、8月に大幅な株式市場の下落があったものの底堅く推移しました。米国のトランプ大統領就任に伴い、期待と不安・混乱を繰り返す中、株式市場も
不安定となり、昨年度よりも運用益は悪化しています。
2025年度は、トランプ関税の行方と影響を慎重に見極めて行く必要があり、引き続き市場情報の提供とリスクを丁寧に説明し、今後もより多くのお客さまが安定的

なリターンを享受していただけるよう、資産分散・時間分散による長期的な資産形成をご提案してまいります。

※実現損益を含む運用損益別顧客比率：過去の売却や償還による実現損益を含めた運用損益別のお客さまの比率を示した指標です。

運用益プラスのお客さまの比率

2024年3月末 2025年3月末
82% ⇒ 72%

運用益プラスのお客さまの比率

2024年3月末 2025年3月末
93% ⇒ 66％
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７. 共通KPI（投資信託）２．投資信託預り残高上位20銘柄の「コスト・リターン」「リスク・リターン」

投資信託預り残高上位20銘柄（2025年3月末現在）

対象銘柄：預かり残高上位20銘柄（設定後5年以上）
リターン：過去5年間のトータルリターン（年率）
リスク ：過去5年間の月次リターンの標準偏差
コスト ：販売手数料(税込)の1/5と信託報酬率(税込)の合計。

2025年3月末、上位２０銘柄のコスト・リターン

2025年3月末、上位２０銘柄のリスク・リターン

コスト・リターン

リスク・リターン

№ ファンド名 リターン リスク コスト

1 グローバル・セキュリティ株式ファンド（３ヵ月決算型） 14.6% 17.4% 2.6% 

2 日経２２５ノーロードオープン 17.8% 15.7% 0.6% 

3 ダイワ・US-REIT・オープンBコース（為替ヘッジなし） 25.3% 16.8% 2.3% 

4 ＳＢＩ・Ｖ・Ｓ＆Ｐ500インデックスファンド 17.3% 16.2% 0.1% 

5 ロボットテクノロジー関連株ファンド 19.8% 21.4% 1.9% 

6 ひふみワールドプラス 16.0% 16.5% 2.1% 

7 ラサール・グローバルＲＥＩＴファンド（毎月分配型） 6.6% 15.7% 2.3% 

8 財産３分法ファンド 15.4% 7.7% 1.5% 

9 つみたて日本株式（日経平均） 2.5% 15.6% 0.2% 

10 グローバル・ソブリン・オープン（毎月決算型） 19.2% 6.4% 1.7% 

11 ニッセイ豪州ハイ・インカム株式ファンド （毎月決算型） 22.3% 17.6% 2.5% 

12 野村インド株投資 24.2% 16.4% 2.9% 

13 つみたて先進国株式 13.8% 15.3% 0.2% 

14 ピクテ・グローバル・インカム株式ファンド（毎月分配型） 12.7% 13.0% 2.5% 

15 アジア・オセアニア好配当成長株オープン（毎月分配型） 11.1% 14.1% 2.4% 

16 つみたて8資産均等バランス ▲2.2％ 8.1% 0.2% 

17 投資のソムリエ 20.8% 4.0% 2.0% 

18 米国株式配当貴族（年４回決算型） 10.5% 14.6% 1.0% 

19 ひふみプラス 15.2% 12.8% 1.5% 

20 メディカル・サイエンス・ファンド 16.8% 14.7% 2.6% 

高

リ
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ー
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低

高

リ
タ
ー
ン

低

低 コスト 高

低 リスク 高
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リターン 16.79%
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リターン 16.79%

リスク 15.32%
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７. 共通KPI（投資信託） ３．「コスト・リターン」「リスク・リターン」の推移

低 リスク 高低 コスト 高

• コストは徐々に低下しています。
• リターンは、2024年度の株式市場の上昇

を受けて大きく上昇しました。

• 相対的にリスクの高いファンドのお預り
残高が減少したことでリスクは小幅低下
しました。

高

リ
タ
ー
ン

低

高

リ
タ
ー
ン

低

残高加重平均 リターン コスト

2024年度◆ 16.79% 1.62%

2023年度◆ 11.79% 1.86%

2022年度◆ 7.43% 1.92%
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残高加重平均 リターン リスク

2024年度◆ 16.79% 15.32%

2023年度◆ 11.79% 16.66%

2022年度◆ 7.43% 16.54%

リスク・リターン推移
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７. 共通KPI（外貨建保険）

お客さまが良質な金融商品・サービスを提供する金融事業者を選ぶ上で、各業態の枠を超えた金融商品の比較を容易にするために、外貨建保険につきましても共
通ＫＰＩ（成果指標）としまして、①運用評価別顧客比率および②銘柄別コスト・リターンの2つの指標を公表します。

ただし、保険は投資信託とは異なり保障機能を有するものの、公表します指標には同機能が反映されません。したがって、リターンのみをもって投資信託と単純に比
較することは必ずしも適切では有りませんのでご留意ください。

１．運用評価別顧客比率

基準日に外貨建保険を保有頂いているお客さまにつきまして、ご加入時以降のリターンを算出し、当行で外貨建保険を保有するすべてのお客さまを１００％と

した場合のリターン別の分布をお示ししております。

２. 銘柄別コスト・リターン

当行でお取扱いする外貨建保険の各銘柄につきまして、ご加入後5年以上経過した外貨建一時払保険を対象に、基準日時点の解約返戻金額と既支払金

額の合計額の上位20銘柄のコスト（横軸）とリターン（縦軸）を表示させております。

（外貨建保険の特徴）
• 外貨建保険は、保障と運用を兼ねており、満期や死亡の際には保険金が支払われます。解約時には解約返戻金が支払われますが、保険商品は長期保有を前提としており、

特に、契約後の早い段階に解約した場合に受け取る解約返戻金は、一定額の解約控除等により、一時払保険料を下回る場合が多くあります。
• 指標算出にあたって、解約返戻金は基準日時点の為替レートで円換算しており、満期まで保有した場合や外貨で受け取る場合の評価とは異なります。

26



0.0%

0.2%

16.7%

40.0%

29.2%

10.3% 3.6%
0.1%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

１．運用評価別顧客比率

2025年3月末時点におきまして、当行で外貨建保険を保有頂いているお客さまのうち、69.2％のお客さまが、運用評価率が▲10％～+10％の範囲に分布して
います。市場の急激な円安・金利上昇の影響を受け、市場価格調整が発生し保有資産の債券価格が
下落している為と推定されます。

運用評価別顧客比率 定義・算出方法

対象顧客 基準日時点で外貨建一時払保険を契約している個人のお客さま

対象契約
当行が保険募集を行った契約。
基準日時点で解約済みの契約、年金の支払いが開始している年金契約
（据置期間の契約も含む）は除外します。

対象商品

基準日時点で対象顧客が保有している外貨建一時払保険。
外貨建医療保険、外貨建平準払保険は除外します。
介護保障や特定疾病保障等、生前給付の保障が組み込まれている商品
は除外します

運用評価計算
分子：（基準日時点の解約返戻金額＋基準日時点の既支払金額）

－契約時点の一時払保険料（いずれも円換算）
分母 ：契約時点の一時払保険料（円換算）

基準日 2025年3月末
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２．銘柄別コスト・リターン

2025年3月末時点で、当行で外貨建保険を加入頂いており、契約日から5年以上経過した契約につきまして、銘柄別のコスト・リターンを表示しております。
外貨建保険につきましては、早期に解約するほど解約控除が大きくなる場合が多いため、契約期間が長いほど1年あたりリターンが高くなる傾向にあります。加えて、

契約期間が長いほど1年あたりの代理店手数料（コスト）は小さくなるため、コストも低くなる傾向が有ります。契約期間の長短がコスト・リターンに影響を与える要因
になると考えられます。

2024年度

リ
タ
ー
ン

№ 銘柄名（上位20銘柄）

1 ロングドリームGOLD２（日本生命）

2 やさしさ、つなぐ（三井住友海上ﾌﾟﾗｲﾏﾘｰ生命）

3 生涯プレミアムワールド4（T＆Dフィナンシャル生命）

4 夢のプレゼント（日本生命）

5 しあわせ、ずっと（三井住友海上ﾌﾟﾗｲﾏﾘｰ生命）

6 おおきな、まごころ（三井住友海上ﾌﾟﾗｲﾏﾘｰ生命）

7 ロングドリームＧＯＬＤ（日本生命）

8 外貨建エブリバディプラス米（明治安田生命）

9 しあわせ、ずっと２（三井住友海上ﾌﾟﾗｲﾏﾘｰ生命）

10 生プレワールド３（T＆Dフィナンシャル生命）

11 外貨建エブリバディプラス豪（明治安田生命）

12 ふるはーとJロードグローバル（住友生命）

13 デュアルドリーム（日本生命）

14 えらべる外貨建終身保険（明治安田生命）

15 ロングドリーム（日本生命）

16 えがお、ひろがる（三井住友海上ﾌﾟﾗｲﾏﾘｰ生命）

17 プレミアベスト（第一フロンティア生命）

18 みらい、そだてる（三井住友海上ﾌﾟﾗｲﾏﾘｰ生命）

19 豪ドル建一時払外貨養老保険（明治安田生命）

20 アテナ２（三井住友海上ﾌﾟﾗｲﾏﾘｰ生命）
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加重平均 リターン コスト

2024年度◆ 2.65% 0.78%
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リ
タ
ー
ン

コスト

※定義・算出方法は次ページに記載しております。

２．銘柄別コスト・リターン

№ 銘柄名（上位20銘柄）

1 外貨建エブリバディプラス米（明治安田生命）

2 生涯プレミアムワールド4（T＆Dフィナンシャル生命）

3 ふるはーとJロードグローバル（住友生命）

4 しあわせ、ずっと（三井住友海上ﾌﾟﾗｲﾏﾘｰ生命）

5 やさしさ、つなぐ（三井住友海上ﾌﾟﾗｲﾏﾘｰ生命）

6 ロングドリームGOLD２（日本生命）

7 外貨建エブリバディプラス豪（明治安田生命）

8 夢のプレゼント（日本生命）

9 生涯プレミアムワールド３（T＆Dフィナンシャル生命）

10 たのしみグローバル（住友生命）

11 えがお、ひろがる（三井住友海上ﾌﾟﾗｲﾏﾘｰ生命）

12 みらい、そだてる（三井住友海上ﾌﾟﾗｲﾏﾘｰ生命）

13 アテナ２（三井住友海上ﾌﾟﾗｲﾏﾘｰ生命）

14 ー

15 ー

16 ー

17 ー

18 ー

19 ー

20 ー

2023年度

高

リ
タ
ー
ン

低

低 コスト 高

加重平均 リターン コスト

2023年度◆ 5.66% 0.25%

2023年度
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２．銘柄別コスト・リターン

30

対象契約
当行が保険募集を行った契約。
保険契約開始から６０か月以上経過した契約。
基準日時点で解約済みの契約、年金の支払いが開始している年金契約（据置期間の契約も含む）は除外します。

対象銘柄

外貨建一時払保険のうち、保険契約開始から６０か月以上経過した契約が存在する銘柄。
対象となる契約にかかる基準日時点の解約返戻金＋基準日時点の既支払金額の合計額で、最大上位２０銘柄とします。
外貨建医療保険、外貨建平準払保険は除外します。
介護保障や特定疾病保障等、生前給付の保障が組み込まれている銘柄は除外します。

コスト

個別銘柄のコストは、各契約のコスト率について、保険会社が支払う代理店手数料のうち、新契約手数料率を基準日までの契約期間で除したものと年間の継続手数料
率を使用することで算出し、各契約のコスト率を、各契約の契約時点の一時払保険料（円換算）で加重平均します。
契約期間の途中で継続手数料率の取扱い手数料支払いが完了している場合、支払いがあった年度分の継続手数料率を累積した上で、経過期間に基づき年率換算を
行います。
なお、手数料率を個別契約毎に紐づけることが困難な場合には、銘柄を組成する保険会社にて算出される、各契約に適用されている新契約手数料率及び継続手数料
率を各契約の契約時点の一時払保険料（円換算）で加重平均した値を使用します。

リターン
各契約のリターン率について、（基準日時点の解約返戻金額＋基準日時点の既支払金額―契約時点の一時払保険料）÷（契約時点の一時払保険料）を年率に
換算し、各契約のリターン率を、各契約の契約時点の一時払保険料で加重平均します。（いずれも円換算）

加重平均値 コスト、リターンともに、個別銘柄の対象となる契約にかかる基準日時点の解約返戻金額＋基準日時点の既支払金額の合計額で加重平 均します。

基準日 2025年3月末

定義・算出方法

７. 共通KPI（外貨建保険）




